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本書の特色
■税理士から寄せられた質問を元にした一般社団
法人・一般財団法人の税務・会計に関する具体
的なＱ＆Ａを収録

■平成30年度の税制改正が反映された最新内容

■非営利法人分野の第一線で活躍する田中義幸氏
による信頼のおける解説書

一般社団法人・一般財団法人の基本的な取扱いや
迷いやすいポイントを分かりやすく解説

A5判／248頁  
定価 本体2,500円＋税 

田中義幸著

オ
モ
テ
面

2019.2.22 \\ws-svr02\Macshar\したく\第一法規\チラシ\190206_社団財団税務\チラシ\社団財団税務_オモテ.ai
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